
予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

0.40人 0.40人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

○ 天然資源の枯渇防止

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

事
業
の
概
要

　付議事案について，企画監会議，幹事会議の
順で調整した後，市長，副市長，各部等の長で構
成する庁議において協議する。

課
題
特になし

課
題

成
果
　市の各種重要施策について，審議・検討を行うことが
できた。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

庁議等会議の実施に当たり，ペーパーレス
会議を導入し，紙資源の削減を図る。

効率性 中：適切な費用対効果が得られている

73千円 0千円

臨時職員等 有 有 有

-
3,909千円 3,313千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

1,860千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） 1,519千円

事
業
の
目
的

　つくば市の行財政の最高方針及び重要施策等
について審議策定するとともに，市行政機関相互
の総合調整を行う。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.20人

0千円

地方債

個別計画 -

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

　平成27年度庁議・幹事会議・市長事前説明・企画監会
議等開催予定表どおり（月ごとに企画監会議・幹事会
議・市長事前説明・庁議の順で開催する。）

事
業
計
画

４月庁議　４月７日，５月庁議　５月６日，
６月庁議　６月２日，７月庁議　７月５日，
８月庁議　８月２日，９月庁議　９月１日，
10月庁議　10月４日，11月庁議　11月１日，
12月庁議　12月１日，１月庁議　１月５日，
２月庁議　２月２日，３月庁議　３月３日

計12回開催予定

事業費（Ａ） 341千円 456千円 73千円 0千円

事業分類 Ａ　任意的事業
0千円 0千円

活
動
実
績

４月庁議　４月10日，５月庁議　４月30日，
６月庁議　５月29日，７月庁議　７月３日，
８月庁議　７月31日，９月庁議　９月３日，
10月庁議　10月２日，11月庁議　10月30日，
12月庁議　11月24日，１月庁議　１月６日，
２月庁議　１月29日，３月庁議　３月４日

計12回開催

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 341千円 456千円

0千円 0千円

改
善
目
標

　H26年度と同様，付議案件が少ない場合は，案件の掘
り起こしをする。

改
善
目
標

-

0千円 0千円

3,453千円 3,240千円

時間外
勤務

0.00時間 180.00時間 100.00時間

根拠法令等 -
県支出金 0千円 0千円 0千円

総合戦略

- - - -

戦略プラン - - - -

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 - - -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 -

指標の概要 -
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

- - - - - --

その他特財 0千円 0千円

市長公室 ひと・まち連携課 - 01 02 01 08 27

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01 庁議関連事務
指標名 -

20,577千円
予算事業名

総人件費 28,407千円 14,927千円

政策調整に要する経費 総事業コスト 30,929千円 15,696千円 22,428千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 2,522千円 769千円 1,851千円 0千円



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

市長公室 ひと・まち連携課 - 01 02 01 08 27

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
20,577千円

予算事業名
総人件費 28,407千円 14,927千円

政策調整に要する経費 総事業コスト 30,929千円 15,696千円 22,428千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 2,522千円 769千円 1,851千円 0千円

事務事業名 02 つくばの未来を考える市民ミ-ティング
指標名 - 指標種別 -

指標の概要 -
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -

総合戦略

- - - - 実績 - - -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等 -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

-

改
善
目
標

屋外誘導用看板等を設置することにより，会場の場所を
来場者にわかりやすくする。

- - - -

1,593千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

-

事
業
計
画

平成28年夏から秋頃に開催予定（実行委員会を開催し
ていないため，具体的な日程が決定できない。）

事業費（Ａ） 0千円 0千円 808千円 0千円

内
訳

国庫支出金 0千円

臨時職員等 - 無 無

成
果

　様々な分野で知見をお持ちのメンバーが一堂に会し
し，つくばの未来を考え，科学の次に何がくるかについ
て，広く議論することができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

0千円

事業分類 Ａ　任意的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

平成27年５月27日　つくばの未来を考える市民ミーティ
ング第１回実行委員会
平成27年５月31日　つくばの未来を考える市民ミーティ
ング開催

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 0千円 0千円 808千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） 0千円 1,593千円

1,593千円 2,401千円

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要

　今後のつくばの未来について，広く市民を交え
て考えていくため，「つくばの未来を考える市民
ミーティング」を開催する。

課
題

　筑波大学の大学会館という会場が，来場者にとってわ
かりにくかったため，わかりやすい会場の場所にする
か，誘導案内を充実させる必要がある。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

－
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

　筑波研究学園都市建設から50年が過ぎ，今後
のつくばの未来について考えるため，広く市民等
が議論を行う機会を創出する。

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.00人 0.20人 0.20人

時間外
勤務

0.00時間 40.00時間 40.00時間

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性
-

効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

市長公室 ひと・まち連携課 - 01 02 01 08 27

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
20,577千円

予算事業名
総人件費 28,407千円 14,927千円

政策調整に要する経費 総事業コスト 30,929千円 15,696千円 22,428千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 2,522千円 769千円 1,851千円 0千円

事務事業名 03 全国施行時特例市市長会事務
指標名 - 指標種別 -

指標の概要 -
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -

- - - - 実績 - - -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等地方自治法

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

　他の施行時特例市との情報交換，中核市の情報交換
に努める。

改
善
目
標

-
- - - -

2,310千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

H27.5　　全国施行時特例市市長会総会
H27.8　　財源確保推進部会要望等照会
H27.11　全国施行時特例市市長会秋季総会
　　　　　及び第1回財源確保推進部会
H28.2　　第2回財源確保推進部会
H28.3　　財源確保推進部会要望等提出

事
業
計
画

H28.4　　経済同友会との意見交換会
H28.5　　全国施行時特例市市長会総会
H28.8　　財源確保推進部会要望等照会
　　　　　総務大臣との意見交換会
H28.10　全国施行時特例市市長会秋季総会
　　　　　及び第1回財源確保推進部会
H29.3　　第2回財源確保推進部会（書面協議）
H29.3　　財源確保推進部会要望等提出

事業費（Ａ） 263千円 187千円 609千円 0千円

内
訳

総合戦略

事業分類 Ｅ　補助金・負担金事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

H27.5　　全国施行時特例市市長会総会
H27.8　　財源確保推進部会要望等照会
H27.11　全国施行時特例市市長会秋季総会
　　　　　及び第1回財源確保推進部会
　　　　　経済同友会との意見交換会
H28.3　　第2回財源確保推進部会（書面協議）
H28.3　　財源確保推進部会要望等提出

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 263千円 187千円 609千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ）

0.30人 0.20人 0.30人

時間外
勤務

15.00時間 30.00時間

※H27年度
までは企画
調整に要す
る経費

1,754千円 2,919千円

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

２回の総会を開催し，他の施行時特例市との情報交換
及び首長同士の交流を行うことができた。加えて，国及
び関係機関に対し，施行時特例市特有の財源確保や地
方分権等に関する要望等を行うことができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

2,582千円

　改正地方自治法が施行された時点で特例市で
あった施行時特例市39市の首長が，総会及び総
務大臣との懇談会を開催する。
　また，地方分権推進部会，財源確保推進部会，
中核市に関する研究会を開催し，特例市が抱え
る諸課題に対し，本制度の充実に向けた調査研
究，関係機関への要望活動等に取り組む。

課
題
特になし

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

　施行時特例市における行財政の円滑な運営及
び進展を図り，地方分権の推進に資するため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

30.00時間

2,319千円 1,567千円

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性
-

効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

市長公室 ひと・まち連携課 - 01 02 01 08 27

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
20,577千円

予算事業名
総人件費 28,407千円 14,927千円

政策調整に要する経費 総事業コスト 30,929千円 15,696千円 22,428千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 2,522千円 769千円 1,851千円 0千円

事務事業名 04 首都圏業務核都市首長会議事務
指標名 - 指標種別 -

指標の概要 -
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -

- - - - 実績 - - -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等多極分散型国土形成促進法

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

-

改
善
目
標

-
- - - -

797千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

H27.7　　H27年度第1回幹事会
H27.10　H27年度第2回幹事会
H27.11　第29回首都圏業務核都市首長会議
H28.2　　国土交通省等への要望等確認

事
業
計
画

H28.7　　H28年度第1回幹事会
H28.10　H28年度第2回幹事会
H28.11　国土交通省への要望
時期未定　第30回首都圏業務核都市首長会議
時期未定　H28年度第3回幹事会

事業費（Ａ） 26千円 48千円 47千円 0千円

内
訳

総合戦略

事業分類 Ｅ　補助金・負担金事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

H27.7　　H27年度第1回幹事会
H27.10　H27年度第2回幹事会
H27.11　第29回首都圏業務核都市首長会議
H27.12　国土交通省への要望
H28.2　　H27年度第3回幹事会（書面協議）

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 26千円 48千円 47千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ）

0.80人 0.10人 0.10人

時間外
勤務

35.00時間 20.00時間

※H27年度
までは企画
調整に要す
る経費

845千円 844千円

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

　業務核都市の各市の現状について，把握するととも
に，国からの情報提供を受け，現在の大都市制度につ
いて把握することができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

6,196千円

　多極分散型国土形成促進法に基づき，首都圏
業務核都市として位置づけられた21市の首長が
年１回会議を実施し，業務核都市育成方策等の
意見交換を行う。
　また，幹事会議（担当部局長等が出席）を年３回
開催するとともに，国等に対して要望活動を実施
する。

課
題
特になし

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

－
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

　業務核都市のあり方の検討や国の動向等の情
報を収集し，都市の育成整備を促進するため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

20.00時間

6,170千円 797千円

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性
-

効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

市長公室 ひと・まち連携課 - 01 02 01 08 27

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
20,577千円

予算事業名
総人件費 28,407千円 14,927千円

政策調整に要する経費 総事業コスト 30,929千円 15,696千円 22,428千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 2,522千円 769千円 1,851千円 0千円

事務事業名 05 国・県に対する予算等要望
指標名 - 指標種別 -

指標の概要 -
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -

- - - - 実績 - - -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等 -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

　庁内からの要望を広く聴取し，実現性の高い要望活動
を行う。

改
善
目
標

　県政要望及び県予算編成等要望について、庁内から
の要望を広く聴取し，スケジュールに従い要望活動を行
う。

- - - -

2,310千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

H27.4　　県市長会要望事項照会
H27.5　　県市長会要望事項市長・副市長確認
H27.6　　県市長会要望事項提出
H27.8　　総務省等への要望等照会（特例市市長会）
H28.2　　国土交通省等への要望等確認（首都圏業務核
都市首長会議）
H28.3　　総務省等への要望等提出（特例市市長会）

事
業
計
画

(県市長会要望/茨城県市長会宛)
H28.4　　県市長会要望事項照会
H28.6　  要望書提出
（県予算等要望/茨城県宛）
H28.6    要望事項照会
H28.10　要望書提出
（首都圏業務核都市首長会議/国土交通省等宛）
H28.11　要望等確認※幹事市が要望活動を実施
（特例市市長会/総務省等宛）
H28.8　　要望等照会
H29.3　　要望等提出

事業費（Ａ） 0千円 31千円 144千円 0千円

内
訳

総合戦略

事業分類 Ｂ　任意的事業（小規模）
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

(県市長会要望/茨城県市長会宛)
・H27.6　 要望書提出
（県予算等要望/茨城県宛）
・H27.10　要望書提出
（政府関係機関移転/関係省庁宛）
Ｈ27.4　　内閣府情報収集
Ｈ27.10　関係省庁要望書提出
Ｈ27.10　内閣府要望書提出（県知事同行）
Ｈ27.12　内閣府要望書提出
（太陽光発電設備関連/茨城県宛）
H28.1　  筑波山中腹における太陽光発電施設建設に係る要望提出
（首都圏業務核都市首長会議/国土交通省等宛）
H27.12　要望等確認（幹事市が要望活動を実施）
（特例市市長会/総務省等宛）
H28.3　　要望等提出

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 0千円 31千円 144千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ）

0.03人 0.30人 0.30人

時間外
勤務

0.00時間 30.00時間

※H27年度
までは企画
調整に要す
る経費

2,341千円 2,454千円

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

　県市長会要望により，スマートIC設置やジオパーク推進など
で県と協力関係の強化を図ることができた。
　県予算編成等要望により，県知事及び県幹部と意見交換を
行い，今後の協力関係の強化を図ることができた。
　筑波山中腹における太陽光発電設備関連要望により，県の
所管する３事業は不許可及び事業者の申請取下げにつな
がった。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

228千円

　関係部署から，要望内容をとりまとめ，要望先
へ文書を提出する。

課
題

　県予算編成等要望については，詳細な打合せが必要
なことから，早い時期から調整が必要である。
また，緊急を要する要望についても，柔軟に対応しなが
ら進めて行くことが必要である。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

　つくば市のよりよいまちづくり推進のため

内
訳

正
職
員

従事
割合

30.00時間

228千円 2,310千円

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性
-

効率性 高：費用対効果が向上（高水準を維持）している 効率性 -

総合評価 Ａ：費用対効果を維持して継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

市長公室 ひと・まち連携課 - 01 02 01 08 27

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
20,577千円

予算事業名
総人件費 28,407千円 14,927千円

政策調整に要する経費 総事業コスト 30,929千円 15,696千円 22,428千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 2,522千円 769千円 1,851千円 0千円

事務事業名 06 土浦市との合併についての勉強会
指標名 - 指標種別 -

指標の概要 -
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -

- - - - 実績 - - -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等 -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

　事務レベルでの協議から一歩前進させる。（特別職同
士の協議等）

改
善
目
標

　平成28年度の具体的な連携について，検討項目の設
定が必要である。

- - - -

3,373千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

　四半期に1回の会議開催予定

事
業
計
画

　現時点では，開催スケジュール等が未定である。

事業費（Ａ） 1,718千円 0千円 0千円 0千円

内
訳

総合戦略

事業分類 Ａ　任意的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

平成28年３月28日　第10回合併についての勉強会開催

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 1,718千円 0千円 0千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ）

2.00人 0.30人 0.40人

時間外
勤務

820.00時間 200.00時間

※H27年度
までは企画
調整に要す
る経費

2,764千円 3,373千円

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果
　平成27年度の活動実績について取りまとめるととも
に，次年度以降の方向性を提示することができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

19,129千円

　毎月１回程度，両市における「合併についての
勉強会」を開催する。（毎回，座長・会場持ち回
り。）一定の成果が取りまとまった時点で，特別職
に対して報告会を開催する。

課
題
　具体的な連携事業の検討が必要となる。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

　つくば・土浦両市の合併について，メリット・デメ
リットを明らかにし，市民へ提示することにより，
合併についての関心や議論の活性化を図るた
め。

内
訳

正
職
員

従事
割合

150.00時間

17,411千円 2,764千円

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性
-

効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

市長公室 ひと・まち連携課 - 01 02 01 08 27

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項
20,577千円

予算事業名
総人件費 28,407千円 14,927千円

政策調整に要する経費 総事業コスト 30,929千円 15,696千円 22,428千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 2,522千円 769千円 1,851千円 0千円

事務事業名 07 広域自治体連携事業
指標名 - 指標種別 ―

指標の概要 -
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン - - - - - - - - - - -

- - - - 実績 - - -

0千円 0千円 0千円

根拠法令等 -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

改
善
目
標

　各課を巻き込んだ交流事業を展開する。

改
善
目
標

　定住自立圏をはじめとした，近隣自治体との連携のあ
り方を強化し地域をつなぐ施策を検討する。

- - - -

6,954千円

事
業
の
目
的

県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円 0千円 0千円 0千円

個別計画 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

事
業
計
画

　引き続き，産業経済や教育，文化，観光など様々な分
野での都市間交流事業を展開する。

事
業
計
画

　昨年度に引き続き，郡山市において，まつりつくばや
つくば物語への出展について検討を促すとともに，つく
ば市として，こおりやま産業博等への出展を検討する。
また，各種団体との連携の可能性について，検討する。

事業費（Ａ） 174千円 47千円 170千円 0千円

内
訳

総合戦略

事業分類 Ａ　任意的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

平成27年８月　まつりつくばへ郡山市ブース出展
平成27年９月　こおりやま産業博へつくば市ブース出展
平成27年10月　つくば物語へ郡山市合唱団出演
平成28年１月　郡山市で南極越冬隊員による公民館講
座を実施

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 174千円 47千円 170千円 0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ）

0.10人 0.30人 0.90人

時間外
勤務

0.00時間 80.00時間

※H27年度
までは地域
振興に要す
る経費

2,490千円 7,124千円

国庫支出金 0千円

臨時職員等 無 無 無

成
果

　音楽のまち「楽都郡山」の取組や広報誌のノウハウな
ど，交流を通して，お互いのまちづくりを知ることができ
た。
　また，イベントの開催を通して，両市民に対し，お互い
の特産品をＰＲすることができた。

上
半
期
成
果

-

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

934千円

　市全体として，他自治体との交流促進を図る。
課
題

　今後，行政同士の交流のみならず，各分野の民間団
体同士の交流を促進する必要がある。
　また，行政においては，中核市の先進的な取組を学
び，市政運営に生かしていくことが必要である。

課
題
-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

　自治体間交流を通じて，つくば市の更なる発展
を図る。

内
訳

正
職
員

従事
割合

100.00時間

760千円 2,443千円

Ｈ29年度
の方向性

- 理由 -
環
境

関
連
性
-

効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ａ：成果を維持して継続実施 総合評価 -

ISO
14001

- -

評
価

有効性 高：成果が向上（高水準を維持）している

評
価

有効性 -

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

事
業
の
概
要



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

3,507千円
予算事業名

総人件費 0千円 11,585千円

まち・ひと・しごと創生事業に要する経費 総事業コスト 0千円 66,291千円 50,917千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 0千円 54,706千円 47,410千円 0千円

市長公室 ひと・まち連携課 - 01 02 01 08 32

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01 まち・ひと・しごと創生事業
指標名 -

- -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 -

指標の概要 -
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

- - - - - --

その他特財 - 0千円

根拠法令等まち・ひと・しごと創生法
県支出金 - 0千円 0千円

総合戦略

- - - -

戦略プラン - - - -

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 -

一般財源 - 7,088千円

- 47,618千円

改
善
目
標

-

改
善
目
標

つくば市まち・ひと・しごと創生総合戦略に記載された取
組について，適切なＰＤＣＡサイクルのもと，目標及びＫ
ＰＩの達成に向けて進捗状況を管理する。

23,279千円 0千円

11,585千円 3,507千円

時間外
勤務

- 1000.00時間 200.00時間事
業
の
目
的

人口減少に歯止めをかけ，2060年に１億人程度
の人口を確保するとともに，人口減少克服と地方
創生をあわせて行うことにより，将来にわたって
活力ある日本社会を維持する。

内
訳

正
職
員

従事
割合

-

0千円

地方債

個別計画 -

- 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

-

事
業
計
画

Ｈ28.7　　Ｈ27年度実績評価シートのフォローアップ調査
Ｈ28.8　　Ｈ27年度実績評価シートの確定
Ｈ29.1　　Ｈ28年度実績評価シートの作成（各担当課）
Ｈ29.3　　Ｈ28年度まち・ひと・しごと創生有識者会議
　　　　　 Ｈ28年度まち・ひと・しごと創生本部会議

事業費（Ａ） - 54,706千円 47,410千円 0千円

事業分類 Ａ　任意的事業
0千円 0千円

活
動
実
績

Ｈ27.5　　第２回まち・ひと・しごと創生本部会議
Ｈ27.6　　第１回まち・ひと・しごと創生有識者会議
　　　　　 第３回まち・ひと・しごと創生本部会議
Ｈ27.7　　第２回まち・ひと・しごと創生有識者会議
　　　　　 第４回まち・ひと・しごと創生本部会議
Ｈ27.8　　第３回まち・ひと・しごと創生有識者会議
　　　　　 第５回まち・ひと・しごと創生本部会議
Ｈ27.10　第６回まち・ひと・しごと創生本部会議
　　　　　 人口ビジョン・総合戦略の策定・公表
Ｈ28.3　　第４回まち・ひと・しごと創生有識者会議
　　　　   第７回まち・ひと・しごと創生本部会議

上
半
期
活
動
実
績

-

国交付金等を活用し，つくば市まち・ひと・しごと
創生に関する事業を実施することで，つくば市に
おける「しごとづくり」，「ひとづくり」，「まちづくり」
に寄与する。

課
題

つくば市まち・ひと・しごと創生総合戦略に記載された取
組について，適切なＰＤＣＡサイクルのもと，目標及びＫ
ＰＩの達成に向けて進捗状況を管理する。

課
題

成
果

平成27年10月に「つくば市人口ビジョン」「つくば市まち・
ひと・しごと創生総合戦略」を策定し，つくば市まち・ひ
と・しごと創生の取組を始動させた。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性
-

効率性 高：費用対効果が向上（高水準を維持）している

24,131千円 0千円

臨時職員等 - 無 無

-
66,291千円 50,917千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

0千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） -

効率性 -

総合評価 Ｓ：成果・費用対効果を維持して継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

1.20人 0.40人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

- -

評
価

有効性 高：成果が向上（高水準を維持）している

-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

事
業
の
概
要


